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A）他チームの発表を聞いて
　他チームの発表を聞いて、自分たちのチームにはなかった解決策として特に参考になったのは、チームオムライスとチームC4であった。
チームオムライスは、交通事故の「件数」そのものよりも、事故が起きた際の「重さ」や社会的影響に着目していた点が印象的であった。地方都市では、都市部と比べて交通量が少ないため事故件数は多くない場合が多いが、高齢者が関わる事故や死亡事故が発生した場合、その影響は非常に大きい。事故に遭った本人だけでなく、家族の生活や精神的負担、さらには地域全体の安心感の低下にもつながる。このような背景を踏まえると、事故を未然に防ぐことの重要性は極めて高いといえる。
　その点で、視覚や聴覚に直接訴える仕組みを用いて注意を促す「レインボーロード」という発想は、交通ルールの理解が難しくなりがちな高齢者にとっても有効であり、事故防止に一定の効果が期待できると感じた。特に、文字情報に頼らず直感的に危険を認識できる点は、高齢者や子ども、障害を持つ人にも配慮したユニバーサルデザインの考え方に基づくものであり、自分たちのチームにはなかった重要な視点であった。
一方で、チームC4は、人口減少や高齢化の進行によって公共交通の利用者が減少し、その結果として一人当たりの運行コストが増加し、自治体の財政負担が拡大するという負の循環を示していた。交通問題を単なる利便性の低下として捉えるのではなく、財政や都市構造、行政運営と結びつけて説明していた点は説得力があり、自分たちのチームの議論では十分に掘り下げられていなかった部分であると感じた。この発表を通して、地方都市の交通問題は短期的な対策だけでは解決が難しく、長期的な制度設計や都市のあり方と密接に関係していることを改めて認識した。
　これらの他チームの発表から、交通問題を考える際には、生活者の視点だけでなく、事故の社会的影響や財政的な持続可能性といった複数の視点を組み合わせて検討する必要があるということを学んだ。
B）地方都市における交通問題を総合的に解決するための自分の意見
　自分たちのチームでは、地方都市における交通問題の原因として、大きく分けると「自動車に依存した生活構造」「公共交通機関の利便性の低さ」「移動にかかる費用負担の大きさ」「高齢者が安心して利用できる移動手段の不足」などを主な要因として挙げてきた。地方では、買い物や通院、行政手続き、冬季の移動など、日常生活の多くが自動車を前提として成り立っており、この状況が免許返納を困難にしている。しかし、他チームの発表を踏まえることで、「交通問題が自治体の財政負担を拡大させている構造的な側面」「事故が発生した際の社会的影響の大きさ」という視点を新たに加える必要があると考えた。
 これらを踏まえると、地方都市の交通問題は、「安全を確保するため」「高齢者の生活を維持するため」「移動の選択肢を確保するため」「移動コストを抑えるため」「財政的に持続可能な制度とするため」「免許返納を現実的な選択肢にするため」という六つの課題として整理できる。これらの課題は相互に関連しており、どれか一つだけを解決しても、別の問題が新たに生じる可能性があるため、総合的な対応が不可欠である。
　そこで私は、これらの課題を共通して解決するためのビジョンとして、「免許返納後も安心して生活できる移動環境を整えること」を設定した。当初は交通事故の防止を主な目的として議論を進めていたが、検討を重ねる中で、事故防止だけでなく、免許返納後の生活の質をいかに維持するかが重要であるという結論に至った。免許返納が生活の制約や不便さにつながるという認識が強い限り、返納は進まないと考えられるためである。
　このビジョンに基づく具体的な解決策として、デマンド交通の導入と免許返納者向けの移動費補助を考えた。デマンド交通は、電話予約によって自宅近くまで迎えに来てもらえる仕組みとすることで、高齢者でも利用しやすい移動手段となる。定時定路線のバスと比べて柔軟性が高く、タクシーよりも安価に利用できる点は、人口密度の低い地方都市において特に有効であると考えられる。また、免許返納者向けに移動費補助をサブスクリプション型で提供することで、返納後の移動に対する不安を軽減し、免許返納のメリットを日常生活の中で実感できるようになる。
　これらの施策を実施することで、高齢者による交通事故リスクの低減だけでなく、免許返納に対する心理的な不安や抵抗感を和らげる効果が期待できる。さらに、移動手段が確保されることで、高齢者の外出機会が維持され、社会的孤立の防止や健康維持にもつながると考えられる。一方で、デマンド交通の運営には人手や費用が必要であり、特に山間部や積雪期には対応が難しい地域が生じる可能性がある。また、利用者が必ずしも定着するとは限らず、制度を周知する取り組みや利用しやすい仕組みづくりも重要となる。
　今後は、地域の状態に応じた柔軟な運営体制を構築するとともに、他チームが示していた公共交通全体の再編や都市構造の見直しと組み合わせることで、より持続可能な交通政策を検討していく必要があると考える。
